
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 福島県 磐梯町

経常収支比率の分析
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磐梯町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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経常収支比率：平成１６年以降、公債費の増加により経常収支比率は年々上昇している。また、平成２０年度においては、法人住民税等の大幅な減
収により比率算出の分母となる経常一般財源が大きく減少したため、昨年比で一時的に数値が急増している。今後もこれまで進めてきた大型事業の
完了による元利償還や新規事業による起債借入など公債費の増加が見込まれることから、事業の見直しによる新規地方債発行抑制と、地方債の借
換等による利子償還金の縮減など義務的経費の抑制に努める。

人件費：類似団体平均と比較すると高くなっている。要因は法人住民税等の大幅な減収により比率算出の分母となる経常一般財源が大きく減少した
ことがあげられる。今後、税の減収に伴う地方交付税の増加により、経常一般財源が安定すれば数値は類似団体平均程度になるものと見込まれる。
磐梯町では、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務組合で行うと共に、指定管理者制度により公共施設の管理委託を行うなど、人件費の抑制を図って
いるが、今後、こういった負担金や委託料などを含めた人件費関係全般について検討し、更なる抑制に努める。

物件費：類似団体平均より若干上回っている。要因は法人住民税等の大幅な減収により比率算出の分母となる経常一般財源が大きく減少したことが
あげられる。今後、税の減収に伴う地方交付税の増加により、経常一般財源が安定すれば数値は類似団体平均程度になるものと見込まれる。今後、
指定管理方式の検討や事務事業の見直しなど経費の縮減を図ってゆく。

扶助費：類似団体平均より低い水準にある。今後も適正な給付を行う。

公債費：類似団体平均より低い水準にあるが、近年大型整備事業が集中したことにより、平成１６年以降公債費は上昇を続け、経常収支比率上昇の
大きな要因となっている。今後も大型整備事業が継続し新規地方債の発行が予定されていることから、平成２２年度から数年間にわたり公債費の
ピークは続くものと予想され、この期間は厳しい財政運営となることが予想される。そのため、事業計画の見直しも含めた新規地方債発行の抑制と、
財政健全化計画の策定を行い適正な公債管理に努める。

補助費等：類似団体平均より若干低い水準となっているが、平成１９年度と比較して３％上昇している。要因は法人住民税等の大幅な減収により比率
算出の分母となる経常一般財源が大きく減少したこと、高齢化による後期高齢者医療負担金の増があげられる。今後、税の減収に伴う地方交付税の
増加により、経常一般財源が安定すれば数値は類似団体平均より低い水準で推移すると見込まれる。今後、補助金・負担金等の見直しを行い、さら
なる抑制に努める。

その他：その他に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、豪雪地帯であり除排雪経費が維持補修費を大きく増加させていることや
下水道整備に係る特別会計繰出金が大きな要因である。下水道整備は平成２２年度に完了し、それ以降は維持管理のみとなることから、平成２３年
度からはその他に係る経常収支比率は減少する見込であるが、特別会計に係る使用料等については適正化を図り、普通会計の負担額を減らすよう
努める。

普通建設事業費：普通建設事業費の推移を見ると、平成１６年度以降、史跡整備や光ファイバー網整備、まちづくり交付金事業、町道整備事業等の
実施により類似団体を上回る数値で推移している。現在、町が重点事業として取り組んでいる、まちづくり交付金事業や情報通信施設整備事業、若
者定住住宅整備事業などにより今後も普通建設事業費は高い水準で推移すると見込まれるが、その他の事業の抑制や事業計画の見直し等を行い
引き続き普通建設事業費の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 582,307 151,524 140,600 7.8
賃金（物件費） 64,710 16,838 11,255 49.6
一部事務組合負担金（補助費等） 78,168 20,340 21,446 ▲ 5.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,109 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 22,652 5,894 7,972 ▲ 26.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 41,916 10,907 3,261 234.5
▲退職金 ▲ 58,721 ▲ 15,280 ▲ 13,871 10.2
合計 731,032 190,224 172,773 10.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 16.65 15.73 0.92
ラスパイレス指数 97.8 91.7 6.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 388,899 101,197 123,444 ▲ 18.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 10 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 152,216 39,609 30,416 30.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 11,431 2,974 9,075 ▲ 67.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 34,697 9,029 2,426 272.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 38 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 499,468 ▲ 129,968 ▲ 110,166 18.0

合計 87,775 22,840 55,243 ▲ 58.7
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

730,949 181,783 ▲ 55.0 148,642 ▲ 21.6 ▲ 33.4

うち単独分 622,070 154,705 9.4 85,702 ▲ 21.5 30.9

674,664 170,370 ▲ 6.3 145,084 ▲ 2.4 ▲ 3.9

うち単独分 502,697 126,944 ▲ 17.9 86,352 0.8 ▲ 18.7

621,523 155,926 ▲ 8.5 115,124 ▲ 20.7 12.2

うち単独分 389,023 97,597 ▲ 23.1 72,333 ▲ 16.2 ▲ 6.9

491,824 125,658 ▲ 19.4 98,969 ▲ 14.0 ▲ 5.4

うち単独分 209,604 53,552 ▲ 45.1 58,162 ▲ 19.6 ▲ 25.5

649,363 168,973 34.5 109,128 10.3 24.2

うち単独分 186,308 48,480 ▲ 9.5 60,972 4.8 ▲ 14.3

過去５年間平均 633,665 160,542 ▲ 10.9 123,389 ▲ 9.7 ▲ 1.2

うち単独分 381,940 96,256 ▲ 17.2 72,704 ▲ 10.3 ▲ 6.9
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